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令 和 ８ 年 ８月 2 8 日 

地震調査研究推進本部 

地 震 調 査 委 員 会 

上町断層帯の長期評価（一部改訂） 

上町（うえまち）断層帯は、大阪平野に位置する活断層帯である。ここでは、平成

７－９年度及び平成 12－15 年度に産業技術総合研究所（旧：地質調査所）によって行

われた調査や、平成 22－24 年度に京都大学防災研究所が中心となって行われた調査を

はじめ、これまでに行われた調査研究成果に基づいて、この断層帯の諸特性を次のよ

うに評価した。※1 

１．断層帯の位置及び形状 

上町断層帯は、大阪府豊中市から大阪市、岸和田市を経て阪南市に至る断層帯であ

る。全体として長さは約 56 km の可能性があり、ほぼ南北方向から北東－南西方向に

延びており、断層帯の東側が西側に乗り上げる逆断層である（図１、図２、表１）。 

本断層帯は構成する活断層の分布形状、活動時期等の特徴に基づき、豊中市から岸和

田市に至る長さ約 43 km の可能性がある上町断層帯主部区間と、泉大津市から阪南市

に至る長さ約23 kmの可能性がある上町断層帯沿岸部区間の２つの区間に区分される。 

２．断層帯の過去の活動 

上町断層帯主部区間の平均的な上下方向のずれの速度は、約 0.6ｍ/千年であったと

推定される。最新活動時期は、約２千７百年前以後、11 世紀以前であった可能性があ

り、平均活動間隔は６千４百－８千７百年程度であった可能性がある。上町断層帯沿

岸部区間の最新活動時期は約２千４百年前以後、17 世紀初頭以前（江戸時代以前）で

あった可能性がある。平均的なずれの速度、平均的な活動間隔は不明である。 

３．断層帯の将来の活動 

上町断層帯は、主部区間と沿岸部区間が単独で活動すると推定されるが、両区間が

同時に活動する可能性もある。 

※1上町断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）により、それまでに行われた

調査結果に基づいた長期評価が公表されているが、その後の文部科学省研究開発局・京都大学（2013）

等の調査により断層帯の位置及び形状、断層帯の過去の活動、断層帯の将来の活動に関する新たな知見

が得られたことから、2024 年までに公表された調査・研究成果に基づいて今回再評価を行い、評価を一

部改訂した。なお、今回の評価に際しては、必ずしも 2024 年までに公表されたすべての調査研究成果を

網羅しているわけではないことに留意されたい。 

付録６－16
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上町断層帯主部区間では、全体が１つの区間として活動した場合、マグニチュード

（Ｍ）7.6程度の地震が発生する可能性がある。また、その時、断層近傍の地表面では

東側が西側に対して相対的に2.5ｍ程度もしくはそれ以上高まる段差や撓みが生ずる可

能性がある（表１）。最新活動後の経過率及び将来このような地震が発生する長期確率

は、表２に示すとおりである（注１、注２）。 

上町断層帯沿岸部区間では、全体が１つの区間として活動した場合、Ｍ7.1程度の地

震が発生する可能性がある。また、その時、断層近傍の地表面では南東側が北西側に

対して相対的に 2.5ｍ程度高まる段差や撓みが生じることが推定される（表１）。しか

しながら、平均的なずれの速度が不明なため、将来の地震発生確率を算出することが

できない。本断層帯において両区間が同時に活動する場合、Ｍ7.7程度の地震が発生す

る可能性がある。この場合の地震発生確率を求めることはできないが、各区間がそれ

ぞれ単独で活動する確率より大きくなることはないと考えられる。 

本評価は区間の全域が活動するケースを想定したものであり、区間の一部の活動に

よる一回り小さい地震の発生については考慮していない。活断層付近では、評価対象

外のやや規模の小さい地震が発生する可能性が常にあり、そのような地震が主部区間

の位置する大都市中心部で発生すれば、大きな被害が生じる可能性があることに留意

する必要がある。 

 

４．今後に向けて 

本評価では、長期評価の確度を上げるための課題として、大別して下記の２点が挙

げられる。 

（１）主部区間について 

主部区間の最新活動時期が前回の評価に比べて新しく（若く）なった。その結果、

地震発生確率が小さくなり、Ｚランクの活断層と評価された（注３、注４）。ただし、

この評価結果は、少数地点の調査結果に基づくことから、今回評価された最新活動時

に区間の全域が活動したという十分な証拠が示されていないという指摘がある。その

ため、特に主部区間南部における過去の活動についての信頼度の高いデータを得るこ

とが必要である。 

 

（２）沿岸部区間について 

沿岸部区間では、将来の地震発生確率を算出することができない。また、沿岸部区

間は断層面の幅が不明とされている。さらに、今回の評価における南西端より南西の

海域に延長する可能性がある。延長する場合、将来の活動時の地震の規模やずれの量

が今回の評価よりも大きくなる可能性がある。そのため、沿岸部区間では過去の活動

について信頼度の高いデータを取得するとともに、海域延長部を含めて海陸をまたぐ

高解像度の構造探査を行い、断層の位置及び深部から浅部に至る形状に関する信頼度

の高いデータを取得することも必要である。 
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図１ 上町断層帯の概略位置図 

（長方形は図２の範囲） 
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図２ 上町断層帯の活断層位置と主な調査地点 

１：新淀川北岸地点 ２：長柄地点 ３：大和川南岸地点 ４：阪本地点 ５：岡山地点  

６：尾生地点 ７：磯上地点 ８：吉見地点 

Ａ－Ｒ：反射法弾性波探査測線 

Ａ，Ｉ，Ｍ，Ｎ：文献 18 Ｂ：文献６ Ｃ：文献 23 Ｄ：文献 27 Ｅ，Ｆ：文献 24 Ｇ，

Ｈ：文献 14 Ｊ：文献５ Ｋ：文献 22 Ｌ：文献 28 Ｏ，Ｑ：文献 25 Ｐ：文献 15 Ｒ：

文献 29 

基図は国土地理院発行数値地図 20万「京都及大阪」、「和歌山」を使用。 
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表１ 上町断層帯の特性 

項 目 特 性 
信頼度 

（注５） 

根 拠 

（注６） 

１．断層帯の位置・形態 

 (1)断層帯を構

成する断層 

（主部区間）   

佛念寺山（ぶつねんじやま）断層、桜川－住

之江撓曲、上町（うえまち）断層、上町台地

東縁付近の断層、長居断層、松原付近の断

層、阪本断層、久米田池（くめだいけ）断

層、三木閉（みきとじ）付近の断層、羽曳野

撓曲、富田林付近の断層、狭山池－木戸町付

近の断層 

 文献３,７－13，28 によ

る。 

（沿岸部区間）   

大阪湾南東岸断層   

(2)断層帯の位

置・形状等 

地表における断層帯の位置・形状   

（全体）   

（北端）北緯 34°48.9′東経 135°28.7′ △ 文献３,７－13,18によ

る。数値は図２から計

測。形状は図２を参照。 

（南端）北緯 34°21.2′東経 135°13.7′ ○ 

長さ 約 56 km △ 

（主部区間）   

（北端）北緯 34°48.9′東経 135°28.7′ △ 文献９による。 

（南端）北緯 34°26.0′東経 135°24.3′ ◎ 文献 13による。 

長さ   約 43 km △  

一般走向 Ｎ９°Ｅ ○  

（沿岸部区間）   

（北東端）北緯 34°30.1′東経 135°24.1′ ○ 文献 13による。 

（南西端）北緯 34°21.2′東経 135°13.7′ △ 文献 26による。 

長さ   約 23 km △  

一般走向 Ｎ44°Ｅ ○  

地下における断層面の位置・形状   

（主部区間）   

長さ及び上端の位置 

地表での長さ・位置と同じ 

 

○ 

 

上端の深さが０kmである

ことから推定。 

上端の深さ ０km ◎ 地表付近は撓曲。 

傾斜    東傾斜、50°程度（地下１km以

浅） 

○ 

 

文献３、14－24、27など

に示された地形・地質の

特徴、反射法弾性波探査

結果から推定。 

下端の深さ 約 15 km 

 

 

○ 

 

 

地震発生層の下限

（D100）から推定。（注

７） 

幅     約 20 km ○ 断層面の傾斜と下端の深

さから推定。 

（沿岸部区間）   

長さ及び上端の位置 

地表での長さ・位置と同じ 

 

◎ 

 

上端の深さが０kmである

ことから推定。 

上端の深さ ０km ○  

傾斜    中角度、南東傾斜 △  

下端の深さ 約 10－15 km 〇 地震発生層の下限
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幅 不明 

 

 

－ 

（D100）から推定。（注

７） 

 

(3)断層のずれ

の向きと種

類 

（主部区間）   

東側隆起の逆断層 ◎ 文献３、５、６、14－

24、27 などに示された地

形・地質の特徴、反射法

弾性波探査結果から推

定。 

（沿岸部区間）   

南東側隆起の逆断層 ◎ 文献 29による。 

２．断層帯の過去の活動 

 (1)平均的なず

れの速度 

（主部区間）   

約 0.6ｍ/千年（上下成分） ○ 文献 25による。 

（沿岸部区間）   

不明 －  

 (2)過去の活動

時期 

（主部区間）   

活動１（最新活動） 

約２千７百年前以後、11世紀以前 

 

△ 

文献 30による。 

活動２（1つ前の活動） 

約９千６百年前以後、約９千１百年前以前 

 

△ 

文献４，17，21、30 によ

る。 

（沿岸部区間）   

活動１（最新活動） 

約２千４百年前以後、17 世紀初頭以前（江

戸時代以前） 

 

△ 

文献 25，30による。 

 (3)１回のずれ

の量と平均

活動間隔 

（主部区間）   

１回のずれの量 2.5ｍ程度より大きい（上下

成分） 

△ 

 

文献 25、26による。 

 

平均活動間隔  ６千４百－８千７百年程度 △ 過去の活動時期から推

定。 

（沿岸部区間）   

１回のずれの量 2.5ｍ程度（上下成分） ○ 文献 26、30による。 

平均活動間隔  不明 －  

 (4)過去の活動

区間 

（主部区間）   

全体で１区間 

 

△ 

 

断層の位置関係・形状か

ら推定。 

（沿岸部区間）   

全体で１区間 △ 断層の位置関係・形状か

ら推定。 

３．断層帯の将来の活動 

 (1)将来の活動

区間及び活

動時の地震

の規模 

（主部区間）   

地震の規模 Ｍ7.6程度 

 

△ 

 

断層の位置関係・形状か

ら推定。 

ずれの量  2.5ｍ程度より大きい（上下） △  

（沿岸部区間）   

地震の規模 Ｍ7.1程度 △ 断層帯の長さから推定。 

ずれの量  2.5ｍ程度（上下） ○  

（主部区間と沿岸部区間が同時に活動する場

合） 

  

地震の規模 Ｍ7.7程度 △ 断層の長さから推定。 
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表２ 上町断層帯主部区間の将来の地震発生確率 

項 目 
将来の地震発生確率等 

（注３、注４） 

信頼度 

（注８） 
備 考 

（主部区間） 

 

地震後経過率（注９） 

 

今後 30年以内の発生確率 

今後 50年以内の発生確率 

今後 100年以内の発生確率 

今後 300年以内の発生確率 

 

集積確率（注 10） 

Ｚランク 

 

 0.1－0.4 

 

ほぼ０％－0.003％ 

ほぼ０％－0.006％ 

ほぼ０％－0.01％ 

ほぼ０％－0.07％ 

 

ほぼ０％－0.01％ 

c 

活断層付近では、評価対象外

のやや規模の小さい地震が発

生する可能性が常にあり、そ

のような地震が主部区間の位

置する大都市中心部で発生す

れば、大きな被害が生じる可

能性があることに留意する必

要がある。 

（本文４.（１）参照） 

 

発生確率及び集積確率は文献

１による。 

 

 

注１：地震調査委員会の活断層評価では、活動区間が単独で活動した場合の今後 30年間の地震発生確率

について、次のような相対的な評価を盛り込むこととしている。 

今後 30年間の地震発生確率（最大値）が３％以上の場合： 

「本断層帯は、今後 30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層

の中では高いグループに属することになる」 

今後 30年間の地震発生確率（最大値）が 0.1％以上３％未満の場合： 

「本断層帯は、今後 30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層

の中ではやや高いグループに属することになる」 

なお、2005年４月時点でひととおり評価を終えた 98の主要活断層帯のうち、最新活動時期が判

明しており、通常の活断層評価で用いている更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動する

モデル）により地震発生の長期確率を求めたものについては、活動区間が単独で活動した場合の

今後 30年間に地震が発生する確率の割合は以下のとおりになっている。 

30年確率の最大値が 0.1％未満：約半数 

30年確率の最大値が 0.1％以上３％未満：約 1／4 

30年確率の最大値が３％以上：約 1／4 

（いずれも 2005年４月時点での推定。確率の試算値に幅がある場合はその最大値を採用。） 
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注２：1995 年兵庫県南部地震（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2026）、1858 年飛越地震（地震

調査研究推進本部地震調査委員会，2004a）及び 1847 年善光寺地震（地震調査研究推進本部地震

調査委員会，2015）の地震発生直前における 30年確率と集積確率は以下のとおりである。 

地震名 活動した活断層 
地震発生直前の

30年確率（％） 

地震発生直前の

集積確率（％） 

断層の平均活動

間隔(千年) 

1995年兵庫県南部

地震 

（Ｍ7.3） 

六甲・淡路島断層帯 

淡路島西岸区間 

「野島断層を含む区

間」 

(兵庫県) 

0.02％－10％ 0.05％－90％ 約 1.6－約 3.5 

1858年飛越地震 

（Ｍ7.0－7.1） 

跡津川断層帯 

(岐阜県・富山県) 
ほぼ０％－13％ 

ほぼ０％－90％

より大 
約 1.7－約 3.6 

1847年善光寺地震 

（Ｍ7.4） 

長野盆地西縁断層帯 

(長野県) 
ほぼ０％－20％ 

ほぼ０％－90％

より大 
約 0.8－約 2.5 

「長期的な地震発生確率の評価手法について」に示されているように、地震発生確率は前回の地

震後、十分長い時間が経過しても 100％とはならない。その最大値は平均活動間隔に依存し、平均

活動間隔が長いほど最大値は小さくなる。平均活動間隔が２千年の場合は 30 年確率の最大値は

10％程度、５千年の場合は５％程度である。 

注３：評価時点はすべて 2026 年１月１日現在。「ほぼ０％」は 10-3％未満の確率値を示す。なお、計算

に当たって用いた平均活動間隔の信頼度は低い（△）ことに留意されたい。活断層における今後

30 年以内の地震発生確率が３％以上を「Ｓランク」、0.1％～３％を「Ａランク」、0.1％未満を

「Ｚランク」、不明（すぐに地震が起きることが否定できない）を「Ｘランク」と表記している。

地震後経過率（注９）が 0.7以上である活断層については、ランクに「＊」を付記している。 

注４：活断層は過去に繰り返し活動し、今後も再び活動すると考えられる断層であり、たとえＺランク

と評価された活断層でも、活断層が存在していること自体、当該地域で大きな地震が発生する可

能性を示すものであることから、活断層であることに留意する必要がある。 

注５：信頼度は、特性欄に記載されたデータの相対的な信頼性を表すもので、記号の意味は次のとおり。 

◎：高い、○：中程度、△：低い 

注６：文献については、本文末尾に示す以下の文献。 

文献１：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001） 

文献２：藤田・笠間（1982） 

文献３：活断層研究会編（1991） 

文献４：三浦ほか（2002） 

文献５：中川（1991） 

文献６：中川ほか（1993） 

文献７：中田ほか（2009） 

文献８：中田ほか（2008） 

文献９：鈴木ほか（2024） 

文献 10：田力ほか（2020） 

文献 11：中田・今泉編（2002） 

文献 12：岡田・東郷編（2000） 

文献 13：杉戸ほか（2020） 

文献 14：大阪市（1996） 

文献 15：大阪府（1997） 

文献 16：大阪府（1998） 
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文献 17：大阪府（1999） 

文献 18：杉山（1997） 

文献 19：杉山・寒川（1996） 

文献 20：杉山ほか（2001） 

文献 21：杉山ほか（2003） 

文献 22：戸田ほか（1992） 

文献 23：山本ほか（1992） 

文献 24：吉川ほか（1987） 

文献 25：文部科学省研究開発局・京都大学（2013） 

文献 26：近藤ほか（2015） 

文献 27：Sato et al. (2009) 

文献 28：大阪府（2004） 

文献 29：笠原ほか（2005） 

文献 30：杉戸・近藤（2015） 

注７：主要活断層の評価の中では、断層面の下端の深さは、地震観測結果から推定される地震発生層の

下限の深さに基づいて推定を行っている。2016 年に発生した熊本地震の例では、本震のすべり領

域が、上記の方法で推定していた断層面の下端の深さよりもさらに５km 程度深い場所まで延びて

いた可能性が指摘された（例えば、Asano and Iwata, 2016; 気象庁，2016）。そのため、地震の際

に実際に活動しうる断層面の下端は、推定された断層面の下端に対して５km 程度深くなる可能性

があることに留意されたい（地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会，2026）。 

注８：地震発生確率等の信頼度に関する各ランクの分類条件の詳細は以下のとおりである。 

ランク 分類条件の詳細 

ａ 発生確率を求める際に用いる平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも

比較的高く（◎または○）、これらにより求められた発生確率等の値は信頼性が高

い。 

ｂ 平均活動間隔及び最新活動時期のうち、いずれか一方の信頼度が低く（△）、これ

らにより求められた発生確率等の値は信頼性が中程度。 

ｃ 平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも低く（△）、これらにより求め

られた発生確率等の値は信頼性がやや低い。 

ｄ 平均活動間隔及び最新活動時期のいずれか一方または両方の信頼度が非常に低く

（▲）、発生確率等の値は信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値が

大きく変わる可能性が高い。または、データの不足により最新活動時期が十分特

定できていないために、現在の確率値を求めることができず、単に長期間の平均

値を確率としている。 

注９：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地

震発生時期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると 1.0 となる。今回の評価の

数字のうち 0.4は 2,700年を 6,400年で割った値である。 

注 10：前回の地震発生から評価時点までの間に地震が発生しているはずの確率。 
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（説明） 

 

１．上町（うえまち）断層帯に関するこれまでの主な調査研究 

本断層帯のうち、上町断層は上町台地の西縁に沿う形でほぼ南北方向に延びており、Ikebe et al.

（1970）のボーリングコア観察などにより、地層の撓みや食い違いがあることが以前から知られて

いた。上町断層は、都市部に位置しておりかつ伏在部分が多いことから、反射法弾性波探査等を中

心とする調査が行われてきた（吉川ほか，1987；山本ほか，1992；杉山・寒川，1996；大阪市，

1996；杉山，1997；杉山ほか，2001；杉戸・近藤，2015など）。 

また、上町断層に連続する形でその南側に位置する阪本断層及び久米田池（くめだいけ）断層に

ついては、大阪府（1997，1998，1999）が上町断層との連続性を認め、一連の断層となっているこ

とを示唆している｡本断層帯の北端にある佛念寺山（ぶつねんじやま）断層については、藤田・笠

間（1982）が地質図に示したほか、上町断層から続く撓曲構造が、佛念寺山断層の南部に至ってい

ることが杉山（1997）などにより確認されており、佛念寺山断層が上町断層の北方延長であること

が推定された（大阪府，1997）。 

本断層帯付近の活断層の位置は、活断層研究会編（1991）、岡田ほか（1996）、杉山（1997）、岡

田・東郷編（2000）、中田・今泉編（2002）、中田ほか（2008，2009）、近藤ほか（2015）、今泉ほか

編（2018）、杉戸ほか（2020）、田力ほか（2020）、鈴木ほか（2024）などに示されている。 

本断層帯の過去の活動については、大阪府（1998，1999）、七山ほか（2001a，2001b）、三浦ほか

（2002）、杉山ほか（2003）、文部科学省研究開発局・京都大学（2013）、近藤ほか（2013）、杉戸・

近藤（2015）などにより検討されている。 

 

２．上町断層帯の評価結果 

２．１ 上町断層帯の位置・形状 

（１）上町断層帯を構成する断層 

上町断層帯は、大阪平野の西部を、大阪府豊中市から大阪市、岸和田市を経て阪南市に至る断層

帯である（図１、図２）。本断層帯の位置を示した岡田ほか（1996）及び杉山（1997）、岡田・東郷

編（2000）、中田・今泉編（2002）、今泉ほか編（2018）や、中田ほか（2008，2009）、田力ほか

（2020）、杉戸ほか（2020）、鈴木ほか（2024）の「1:25,000 活断層図（都市圏活断層図）」などは

概ねよい一致を示す。 

上町断層帯は、概ね北から、佛念寺山断層、桜川－住之江撓曲、上町断層、上町台地東縁付近の

断層、長居断層、阪本断層、久米田池断層、松原付近の断層、三木閉（みきとじ）付近の断層、羽

曳野撓曲、富田林付近の断層、狭山池－木戸町付近の断層、大阪湾南東岸断層により構成される。

松田（1990）の基準にしたがえば、これらは１つの起震断層を構成しているとみなされる。 

なお、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）では桜川－住之江撓曲を上町断層の西側

に付随するそれぞれ独立した分岐断層と評価していたが、今回の改訂では近藤ほか（2015）にした

がって、これを一連の活構造として評価した。また、本断層帯北端の佛念寺山断層は地形的に不明

瞭であり、岡田・東郷編（2000）、鈴木ほか（2024）などによれば、第四紀後期の活動が不活発で

ある可能性もある。 

大阪湾南東岸断層は、池田ほか編（2002）で存在が指摘されたが、変位基準が示されていないこ

とから、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）では評価の対象にはされていない。今回

の評価では、近藤ほか（2015）及び杉戸・近藤（2015）において変位基準、最新活動時期が示され

たことから、本断層を評価の対象に含めることとした。 

本断層帯を構成する各断層の位置及び名称は､中田・今泉編（2002）及び今泉ほか編（2018）を
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ベースとし、一部に大阪府（1999）、岡田・東郷編（2000）、杉戸ほか（2020）及び田力ほか（2020）

のデータを加えたものとした。 

 

（２）断層面の位置、形状 

本断層帯全体の長さ及び一般走向は、断層帯の北端と南端を直線で結ぶと、それぞれ約 56 km及

びＮ28°Ｅとなる。 

地下の断層面の位置及び形状は、地表における断層帯の位置及び形状と地下の地質構造等から推

定した。 

本評価では、本断層帯を構成する活断層の分布形状、活動時期等の特徴に基づき、北部の上町断

層帯主部区間と、南部の上町断層帯沿岸部区間の２つの区間に区分した（図２）。 

 

ａ）上町断層帯主部区間 

上町断層帯主部区間の長さ及び一般走向は、図２に示された断層帯の北端と南端を直線で結ぶと

それぞれ約 43 km、Ｎ９°Ｅとなる。断層面上端の深さは、撓曲による変位がほぼ地表に達してい

ること及び断層帯南部の阪本断層及び久米田池断層では、トレンチ壁面に断層が認められたことか

ら０kmとした。 

上町断層帯主部区間の傾斜は、文部科学省研究開発局・京都大学（2013）による反射法弾性波探

査の結果（図３）によれば１km より深部では東に 50°程度であり、大局的には 50－60°程度（東

傾斜）となっている。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）では、吉川ほか（1987）、山

本ほか（1992）、杉山・寒川（1996）、大阪市（1996）、杉山（1997）、杉山ほか（2001）などによる

反射法弾性波探査の結果から、少なくとも地下１km 程度よりも浅いところでは、65－70°程度（東

傾斜）となっている（図４、図５）。一方、石山（2003）による吉川ほか（1987）の反射断面の解

釈や、Sato et al. (2009)による反射法弾性波探査の結果によれば、傾斜角を 40°程度とする推定

結果もある。 

以上のことから、上町断層帯主部区間の地下１km 以浅における傾斜は東に 50°と推定される。

断層面の下端の深さは、地震発生層の下限の深さを目安にすると約 15 kmと推定される。断層面の

傾斜が地下深部でも同様であると仮定すると、断層面の幅は約 20 kmと推定される。 

 

ｂ）上町断層帯沿岸部区間 

上町断層帯沿岸部区間の長さ及び一般走向は、図２に示された断層帯の北東端と南西端を直線で

結ぶとそれぞれ約 23 km、Ｎ44°Ｅとなる。断層面上端の深さは、撓曲による変位がほぼ地表に達

していることから０km とした。断層面の傾斜は、笠原ほか（2005）に示されている反射法弾性波探

査の結果（図６）から中角度（南東傾斜）である可能性がある。断層面の下端の深さは、地震発生

層の下限の深さを目安とすると約 10－15 kmと推定される。地下深部における断層面の傾斜が明ら

かではないため、断層面の幅は不明である。また、南西端はさらに南西に延び、海域に延長する可

能性がある。なお、杉山（2015）は、近藤ほか（2015）によって地形断面図の特徴から推定された

沿岸部区間の撓曲崖・断層崖に対応する地下構造が認められないこと、また沿岸部区間の存在の根

拠の１つである笠原ほか（2005）による反射断面（図６）で断層とされた部分について、堆積シー

ケンスや堆積場の移動で説明できると指摘し、沿岸部区間の実在性について否定的な見解を示して

いる。これらの点について検討した結果、杉山（2015）により堆積構造とされた笠原ほか（2005）

の反射断面部分は、大阪層群堆積以後の断層活動による変形構造として解釈することが可能であり、

反射断面に示された断層の地表延長部付近に近藤ほか（2015）による変位地形が分布することから、

断層の実在性が高いと判断し、ここでは、杉山（2015）の見解は採用しないこととした。 
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（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注 11） 

２．１．（２）で述べたように上町断層帯は東傾斜の断層帯である。また、杉山（1997）等に示

された地質構造、変位地形や反射法弾性波探査結果からみて、断層の東側が西側に対して相対的に

隆起しており、断層線に向かって東側から地層が撓み下がることから、南北走向の上町断層帯主部

区間では東側隆起の逆断層、北東－南西走向の上町断層帯沿岸部区間では南東側隆起の逆断層と考

えられる（図３－図６）。 

 

２．２ 上町断層帯の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注 11） 

ａ）上町断層帯主部区間 

大阪府（1999）は、断層帯全体にわたって、大阪層群を構成する地層の上下変位量を求め、0.06

－0.40ｍ／千年の平均上下変位速度を得た。調査を実施した５カ所のうち４カ所は、断層帯の末端

であったり、上下変位量が得られた地層が 60 万年前以前のものに限定されたりするが、上町台地

付近で Ma6 層（約 60 万年前）から Ma12 層（約 15 万年前）までの累積変位量から得られた 0.40ｍ

／千年の平均上下変位速度は一定の信頼性があるものと認められる。 

内山ほか（2001）は、ボーリングにより得られたデータを対比して、約 120万年前から約 60万年

前までの平均上下変位速度として 0.3ｍ／千年の値を得たが、それより最近の年代における値は求

めていない。 

岡田・東郷編（2000）は、上町断層帯南部の長居公園通りから北信太（きたしのだ）にかけての

数地点にわたって構成層上部に姶良 Tn（AT）火山灰（約３万年前、注 12）を含む低位段丘面に形

成された撓曲崖の上下変位を測定し、2.2－4.6ｍの値を得た。また、大阪府（1999）は、堺市中百

舌鳥（なかもず）付近において４カ所で低位段丘面の上下変位量を求め、2.2－6.0ｍの値を得たと

している。これらの変位量のうち、数条の断層が並走している地域や上下変位を観測した点間距離

が短いもの等の値を除外すると、概ね 0.25ｍ／千年程度の平均上下変位速度が得られる。しかしな

がら、後述するように本断層帯の１回の変位量は３ｍ程度である可能性があることから、低位段丘

面上では信頼度の高い平均変位速度の算出に必要な回数の断層活動が記録されていない可能性が高

い。 

このほか、大阪府（1999）は、久米田池断層で行ったボーリング（岸和田市岡山地点）から、約

70万年前及び約 85万年前の地層にそれぞれ約 190ｍ、約 210ｍの上下変位を検出したとしている。

これからこの地点における平均上下変位速度は 0.25ｍ／千年程度となるが、この地点は断層帯の南

端に近いため、平均変位速度としては断層帯中央部よりもやや低い値が得られる傾向にあることを

考慮する必要がある。 

一方、文部科学省研究開発局・京都大学（2013）は、上町断層帯主部の上町断層から久米田池断

層にかけて概ね１km間隔で詳細 DEMを利用した地形断面図を作成し、段丘面の年代で除したみかけ

の平均上下変位速度を推定した。さらに断層帯低下側の層序情報を加えた結果、平均上下変位速度

は 0.6ｍ／千年に達するとした（図７）。また、変位速度分布は断層帯主部で一様な分布を示してい

るとした。 

 

以上のことから、本断層帯主部区間の平均上下変位速度は、約 0.6ｍ／千年であったと推定され

る。 

 

ｂ）上町断層帯沿岸部区間 

上町断層帯沿岸部区間の平均変位速度に関する資料は得られていない。 
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（２）活動時期 

（２－１）地形・地質的に認められた過去の活動 

ａ）上町断層帯主部区間 

杉山ほか（2001）及び三浦ほか（2002）は、大阪市淀川区西中島の新淀川北岸で反射法弾性波探

査及び群列ボーリングを行い、各種の物性値や花粉・微化石分析等に基づいたコア対比を行った。

さらに杉山ほか（2003）は、追加ボーリングとＳ波反射法地震探査データの再解釈に基づいて活動

性を検討し、最新活動時期を 9,200－9,500 年前（約９千６百年前以後、約９千１百年前以前、注

13）と推定した。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）では、当時の知見に基づき、こ

れを活動１（最新活動時期）として採用した。なお、後述するように、本評価ではこの活動は上町

断層帯主部区間の活動２（1つ前の活動）にあたる。 

前述の新淀川北岸における群列ボーリングデータを補完するボーリング調査及び新淀川でマルチ

チャンネル音波探査を行った杉戸・近藤（2015）は、東側隆起の撓曲変形が、新淀川の河床付近ま

で及んでいることを認めた（図８、図９）。杉戸・近藤（2015）は、撓曲変形を受けたとされる地

層のうち最上位の三角州頂置層である Sy-1層から 2,420±40 yBP（約２千７百－２千４百年前、注

13）の年代値が得られている（杉山ほか，2003）ことから、最新活動はこの年代以後に発生したと

考えた。 

なお、杉山ほか（2003）は、本評価の活動２相当の層準にほぼ水平な地層境界を認定し、それよ

りも上位の地層は断層活動による変形を受けていないと解釈した。一方、杉戸・近藤（2015）は、

音波探査断面の解釈及びボーリングコアの層相に基づく再検討により、地層の対比を一部改訂した。

その結果、杉山ほか（2003）により水平とされた地層境界は、上下の地層と同様に変形を受けてい

ると解釈され、杉山ほか（2003）が認定した最新活動よりも新しい時期の活動１が認められた。 

さらに、杉戸・近藤（2015）は、大阪市北区長柄地区で南北方向に帯状に延びる微高地が、上町

断層帯主部区間の活動に起因する構造的な高まりである可能性が高いと考え、同地区においてボー

リング調査により検証を行った。その結果、この微高地を構成する地層が三角州頂置層であり、新

淀川地区の群列ボーリングにおいて最新活動による変形を受けた Sy-1 層に対比される地層と考え

て矛盾しないとした。 

趙（2004a，b）によれば、上町断層帯主部区間の地表トレース直上にある遺跡「大阪城下町跡」

では、弥生時代中期末頃に沿海州が離水している（図 10）。また、安田（1977，1978）などによれ

ば、同地域の東側に位置する河内平野は同時期に水没したことが明らかになっている。杉戸・近藤

（2015）は，これらの現象が弥生時代中期末頃の上町断層帯主部区間の活動に伴う南北方向の帯状

の微高地の出現と河内湖の閉塞に起因すると論じた。以上をまとめると、上町断層帯主部区間では

従来の評価における活動に加えて、約２千７百年前以後に活動があったとして矛盾しない。 

阪本断層の和泉市阪本地点（大阪府，1998）及び久米田池断層の岸和田市尾生（おぶ）地点（大

阪府, 1999）ではトレンチ調査が行われたが、いずれも傾斜する大阪層群を不整合で覆う堆積物に

は断層による変形が認められず、断層帯の最新活動時期を特定するには至っていない。また、七山

ほか（2001b）は、住之江撓曲（大和川南岸地点）において実施した反射法弾性波探査及びボーリ

ング調査の結果から、難波累層中－下部にはほぼ水平な反射面が卓越し、撓曲による変形は認め難

いとし、難波累層下部（同層に含まれる炭試料の 14C年代 12,708±60 yBP（七山ほか，2001a）を暦

年較正すると約１万５千年前、注 13）の堆積以前に最新活動があったとした。この結果は、約２千

７百年前頃に最新活動があったとする解釈と矛盾する。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）では、難波累層下部は海退期に形成された礫層

で、反射面に見られる水平な構造が地層の層理面を示しているとは言い切れず、最新活動時期が難

波累層下部の堆積以前であったことは確実とはいえない、と解釈されている。その解釈に則り、本

評価においては、七山ほか（2001a，2001b）によって大和川南岸地点で実施された反射法弾性波探
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査及びボーリング調査に基づく地質断面図を再検討した近藤ほか（2013）に従い、鬼界アカホヤ

（K-Ah）火山灰（注 12）を含む Sm-3 層は住之江撓曲の活動により変形しており、上位の Sm-2層の

地層は変形していないと解釈した。Sm-2層から採取された放射性炭素同位体年代測定試料のうち、

最も古い年代（1,599±60 yBP）を示す貝化石は、暦年較正すると９－11 世紀（注 14）となり、最

新活動はこの年代以前に発生したと考えられ、約２千７百年前頃に最新活動があったとする解釈と

矛盾しない。 

 

以上のことから、上町断層帯主部区間の最新活動時期は約２千７百年前以後、11世紀以前であっ

た可能性がある。また、約９千６百年前以後、約９千１百年前以前に 1 つ前の活動があった可能性

がある。 

 

なお、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）では、上町断層主部区間の最新活動時期

として、構成層中に姶良 Tn（AT）火山灰が検出されている低位段丘面に各所で撓曲変形が認められ

ること（大阪府，1999 など）から、約３万年前以後と推定している（注 12）。本評価の結果、活動

１（最新活動）は約２千７百年前以後、11世紀以前に限定される可能性があることが示されたこと

から、約３万年前（以後）は最新活動時期を限定する年代として扱わないこととした。 

 

ｂ）上町断層帯沿岸部区間 

杉戸・近藤（2015）は岸和田市磯上町でピット掘削調査を実施し、上町断層帯沿岸部区間に属す

る低断層崖が南西向きの段丘崖を境としてこれよりも南側に連続しないことから、この段丘崖の上

下の地形面の年代を決定することにより上町断層帯沿岸部区間の最新活動時期を推定した。それに

よると、段丘崖南西側の P-1 地点のピット調査により、低断層崖が認められない地形面の形成時期

が江戸時代以前であり、北東側の P-2 地点のピット調査により、低断層崖が発達する地形面の形成

時期が約２千２百－２千４百年前（注 13）であることから、上町断層帯沿岸部区間の活動時期を約

２千２百－２千４百年前以後、江戸時代以前とした（図 11）。 

杉戸・近藤（2015）は泉南郡田尻町吉見でボーリング調査を実施した。それによると、約７千年

前に海岸線付近で４層が堆積し、その後河成作用で堆積した３層からなる地形面が現河床より２－

５ｍ高く離水していることから、約７千年前以後に発生した上町断層帯沿岸部区間の活動に起因す

る隆起イベントを経験していると推定した。３層の高まりはテクトニックな変動ではなく、河川の

作用によるものと解釈することも可能であるが、前述の磯上町地区での活動時期とは矛盾しないこ

とから、最新活動時期の間接的な証拠と判断する。 

 

以上のことから、上町断層帯沿岸部区間の最新活動時期は約２千４百年前以後、17世紀初頭以前

（江戸時代以前）である可能性がある。 

 

（２－２）先史時代・歴史時代の活動 

この地域では、887 年（仁和３年）の仁和地震以後、10 を越える被害地震の記録がある（宇佐美

ほか，2013）が、いずれも本断層帯との関係は不明である。なお、1596 年の慶長（文禄）伏見地震

以後、この地域では被害地震の報告はない。 

 

（３）１回の変位量（ずれの量）（注 11） 

〈主部区間〉 

主部区間の断層の長さは２－１（２）に示したとおり約 43 km の可能性があり、松田ほか(1980)

の経験式(1)によれば、主部区間全体が活動した場合のずれの量は約 4.3ｍとなる。ここで用いた経
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験式(1)は以下の式である。Ｌは１回の地震で活動する断層の長さ（km）、Ｄは１回の活動に伴う変

位量（ｍ）である。 

Ｄ＝10-1Ｌ   (1) 

 

前述のように、岡田・東郷編（2000）は、上町断層帯南部の長居公園通りから北信太にかけての

数地点で、低位段丘面に認められる撓曲崖の上下変位量を測定し、変位量として 2.2－4.6ｍを得て

いる。また、大阪府（1999）は、堺市中百舌鳥付近において、４カ所で低位段丘面の上下変位量を

求め、2.2－6.0ｍの値を得ている。ただし、低位段丘面形成後に断層が何回活動したかは明確では

ないため、これらの値から本断層帯の１回の変位量を推定することは困難である。一方、文部科学

省研究開発局・京都大学（2013）は群列ボーリングと高分解能音波探査により上下変位量を求め、

1.2－1.5ｍの値を得ている。この値は断層が２条に分岐する地点の結果であるため、最小見積りの

可能性がある。また、近藤ほか（2015）による沖積低地の地形面の上下変位量は最大で 2.5ｍ程度

である。この値は断層端部で得られた値であるため、実際の値はより大きい可能性がある。 

以上の経験式による値と実測値を総合し、本評価では主部区間の１回の上下変位量を 2.5ｍ程度

より大きい可能性があると評価した。 

 

〈沿岸部区間〉 

沿岸部区間では、杉戸・近藤（2015）は近藤ほか（2015）による磯上町の地形断面の変位量をも

とに最新活動における変位量を約 2.5ｍとしている。沿岸部区間の断層長は約 23 km の可能性があ

ることから、前述の経験式(1)によれば１回の変位量は約 2.3ｍであり、経験式から推定された値と

地形断面から推定された値は矛盾しない。したがって、沿岸部区間の１回の上下方向の変位量は

2.5ｍ程度と推定される。 

 

（４）活動間隔 

〈主部区間〉 

主部区間では、(２－１)に記述した過去２回の活動時期から計算すれば、平均活動間隔は６千４

百－８千７百年程度であった可能性がある。 

 

〈沿岸部区間〉 

沿岸部区間では平均変位速度が得られていないため、活動間隔を推定することはできない。 

 

（５）活動区間 

本断層帯は、断層の連続性、走向、活動時期から判断して、主部区間と沿岸部区間の２つの活動

区間から構成される。 

 

（６）測地観測結果 

上町断層帯周辺における、最近５年間及び 2012年からの 10年間の GNSS観測結果では、北西－南

東方向の縮みが見られる（図 12－１、図 12－２）。1994年までの約 100年間の測地観測結果では、

東西方向ないし北西－南東方向の縮みが見られる（図 12－３）。 

 

（７）地震観測結果 

2022年 12月までの 20年間の地震観測結果によれば、上町断層帯周辺ではマグニチュード（Ｍ）

4.0 未満の小規模な地震活動が見られる。本断層帯の地震発生層の下限の深さは、主部区間は約

15 km、沿岸部区間は約 10－15 km と推定される（図 13－1）。これは、３次元地震波速度構造を使用
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した再決定結果でも同様である（図 14）。発震機構は、東西方向に圧力軸を持つ型が多い（図 13－

2）。 

 

２．３ 上町断層帯の将来の活動 

（１）活動区間と活動時の地震の規模 

上町断層帯は主部区間と沿岸部区間の２つの活動区間により構成される可能性がある。 

主部区間が１つの活動区間として活動する場合、次の経験式(2)を用いると、発生する地震の規

模はＭ7.6程度の可能性があり、その際には断層帯の東側が西側に対して2.5ｍ程度もしくはそれ以

上高まる段差や撓みを生ずる可能性がある。 

用いた経験式(2)は松田（1975）による次の式である。ここで、Ｌは１回の地震で活動する断層

の長さ（km）、Ｍはその時のマグニチュードである。 

Ｍ＝（logＬ＋2.9）／0.6   (2) 

 

また、沿岸部区間が１つの活動区間として活動した場合、経験式(2)からＭ7.1 程度の地震が発生

する可能性があり、その際には断層帯の南東側が北西側に対して 2.5ｍ程度高まる段差や撓みを生

ずることが推定される。 

上町断層帯全体が１つの活動区間として活動する場合、経験式(1),(2)からＭ7.7 程度の地震が発

生する可能性がある。 

 

（２）地震発生の可能性 

上町断層帯主部区間では、過去の活動に基づく平均活動間隔が６千４百－８千７百年程度、最新

活動時期が約２千７百年前以後、11世紀以前の可能性があることから、平均活動間隔に対する現在

における地震後経過率は、0.1－0.4 となり、また、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001）

に示された手法（ＢＰＴ分布モデル、α＝0.24）によると、今後 30 年以内、50 年以内、100 年以

内、300 年以内の地震発生確率は、それぞれほぼ０％－0.003％、ほぼ０％－0.006％、ほぼ０％－

0.01％、ほぼ０％－0.07％となる。また、現在までの集積確率はほぼ０％－0.01％となる（表２）。 

上町断層帯沿岸部区間では、平均活動間隔が不明のため、地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2001）に示された手法により地震発生確率を算出することはできない。 

 

３．今後に向けて 

本評価では、大別して下記の２点が今後の課題として残された。 

（１）主部区間について 

主部区間の最新活動時期が前回の評価に比べて著しく新しく（若く）なった。その結果、地震発

生確率が小さくなり、Ｚランクの活断層と評価された（注３、注４）。最新活動時期に関する七山

ほか（2001b）の記述（約１万５千年前以前）は、杉戸・近藤（2015）の指摘する最新活動時期と

異なっていることから、今回の評価では、七山ほか（2001b）の報告する大和川南岸地点における

調査結果を再検討した。その結果、杉戸・近藤（2015）の指摘する最新活動時期に、この地点の断

層が変位したと解釈しても矛盾はないと評価された。しかしながらこの評価結果は、少数地点の活

動履歴に関するデータに基づいていることから、今回評価された最新活動時に区間の全域が活動し

たという十分な証拠が示されていないという指摘がある。そのため、主部区間の南側を含むさらに

多くの地点で最新活動時期と平均活動間隔について信頼度の高いデータを得ることが必要である。 

 

（２）沿岸部区間について 

沿岸部区間では、平均的なずれの速度が不明なため、将来の地震発生確率を算出することができ
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ない（Ｘランクの活断層）。また、沿岸部区間は断層面の幅が不明とされている。さらに、今回の

評価における南西端より南西の海域に延長する可能性がある。延長する場合、将来の活動時の地震

の規模やずれの量が今回の評価よりも大きくなる可能性がある。そのため、沿岸部区間では過去の

活動について信頼度の高いデータを取得するとともに、海域延長部を含めて海陸をまたぐ高解像度

の構造探査を行い、断層の位置及び深部から浅部に至る形状に関する信頼度の高いデータを取得す

ることも必要である。 

 

 

注 11：本文及び表１では、「変位」を一般的にわかりやすいように、「ずれ」という言葉で表現している。

ここでは、専門用語である｢変位｣が本文や表１の「ずれ」に対応するものであることを示すため、

両者を併記した。以下、文章の中では「変位｣を用いる。なお、活断層の専門用語では、「変位」

は切断を伴う｢ずれの成分｣と、切断を伴わない｢撓みの成分｣よりなる。 

注 12：姶良 Tn（AT）火山灰層及び鬼界アカホヤ（K-Ah）火山灰（町田・新井，2003）の降下年代値につ

いては、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）では、それぞれ約２万８千年前及び約７

千３百年前としていたが、ここでは Smith et al.(2013)に基づき、暦年補正年代としてそれぞれ

約３万年前及び約７千２百年前とした。 

注 13：放射性炭素同位体年代（14C年代）については、較正曲線 IntCal20 (Reimer et al., 2020)を用い

て、OxCal 4.4 (Bronk Ramsey, 2009, 2021)によって暦年補正を行い、原則として 1σの範囲の数

値で示した。このうち 2,000 年前よりも新しい年代値は世紀単位で示した。2026 年１月１日を起

点として、2,000年前よりも古く、10,000年前よりも新しい年代値については、四捨五入して百年

単位で、10,000年前より古い年代値は四捨五入して千年単位で示した。 

注 14：七山ほか（2001a）の 14C 年代については、測定した試料が貝殻片であることから、較正曲線とし

て Marine20 (Heaton et al., 2020)を用い、海洋リザーバー効果の地域差ΔRを０として OxCal 4.4 

(Bronk Ramsey, 2009, 2021)に基づいて暦年補正し、原則として１σの数値を示した。 
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図３ 高石－堺測線の反射断面図（文部科学省研究開発局・京都大学，2013に加筆） 
  

基盤岩 
（花崗岩） 

新第三系 
中新統？ 

大阪層群 

基盤岩 
（花崗岩） 

大阪層群 



22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 大和川測線の反射断面（杉山，1997） 
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図５ 堺第２測線の反射断面（杉山，1997） 
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図６ K96-2測線の反射断面（笠原ほか，2005） 
Ａは大阪層群の基底と思われる反射面 
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図７ DEMデータと層序情報による平均上下変位速度分布（文部科学省研究開発局・

京都大学，2013） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 新淀川地区におけるボーリングコアの対比基準面総括図（杉戸・近藤，

2015） 
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図９ 新淀川地区におけるマルチチャネル音波探査の解釈断面及び群列ボーリング

柱状図（杉戸・近藤，2015） 
 

 

 
図 10 河内平野の地形環境（杉戸・近藤，2015） 

aは現在の様子。bは約 2100年前の様子。 
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図 11 岸和田市磯上町地区のピット P-1及び P-2の壁面写真（杉戸・近藤，2015） 
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図 12－１ 2017年 12月から 5年間の GNSS連続観測による上町断層帯周辺における

水平ひずみ分布（国土地理院作成）。スケールは 0.5×10-6。 
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図 12－２ 2012年 12月から 10年間の GNSS連続観測による上町断層帯周辺におけ

る水平ひずみ分布（国土地理院作成）。スケールは１×10-6。 
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図 12－３ 1883年１月から 1994年１月までの約 100年間の測地観測による上町断

層帯周辺における水平ひずみ分布（国土地理院作成）。スケールは 10×10-6。 
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図 13－１ 上町断層帯周辺の地震活動（気象庁作成） 
ⅰ）震央分布図（2003 年１月１日～2022 年 12 月 31 日、深さ 30 km 以浅、Ｍ1.0以上） 

ⅱ）ⅰ）の領域 a 内のＡ－Ｂ投影の断面図 

ⅲ）ⅰ）の領域 a 内のＢ－Ｃ投影の断面図 

ⅳ）ⅰ）の領域 a 内のＭ－Ｔ図（地震活動経過図） 

ⅰ） 

ⅲ） 

ⅱ） 
ⅳ） 
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図 13－２ 上町断層帯周辺の地震の発震機構（気象庁作成） 
（Ｐ波初動解による下半球投影）と圧力軸（上）と張力軸（下）の分布 

2003年１月１日～2022年12月31日、深さ30 km以浅、Ｍ1.0以上 
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図 14－１ 上町断層帯主部区間に平行及び直交する断面の震源分布図（作成：防災

科学技術研究所・松原 誠氏） 

上町断層帯周辺で発生したＭ1.5 以上の手動再検測済みの地震について、３次元地震波速度構造

（Matsubara et al., 2022）を使用して再決定した震源分布を、Ｐ波速度構造図（Matsubara et 
al., 2022）上に描画している。なお、対象とした地震は、断層帯を中心として、断層平行方向

には断層長±15 km、断層直交方向には断層長と同程度の長さの範囲において、2000年 10月１日

から 2022年 12月 31日の期間に発生したものとした。 

  



34 

 
 

図 14－２ 上町断層帯沿岸部区間に平行及び直交する断面の震源分布図（作成：防

災科学技術研究所・松原 誠氏） 

上町断層帯周辺で発生したＭ1.5 以上の手動再検測済みの地震について、３次元地震波速度構造

（Matsubara et al., 2022）を使用して再決定した震源分布を、Ｐ波速度構造図（Matsubara et 
al., 2022）上に描画している。なお、対象とした地震は、断層帯を中心として、断層平行方向

には断層長±15 km、断層直交方向には断層長と同程度の長さの範囲において、2000年 10月１日

から 2022年 12月 31日の期間に発生したものとした。 
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表３ 上町断層帯主部区間の地震発生確率及び参考指標 

項 目 数 値（注 15） 備 考 

【主部区間】 

 

地震後経過率 

 

今後 30 年以内の発生確率 

今後 50 年以内の発生確率 

今後 100 年以内の発生確率 

今後 300 年以内の発生確率 

 

集積確率 

 

 

0.1－0.4 

 

ほぼ０％－0.003％ 

ほぼ０％－0.006％ 

ほぼ０％－0.01％ 

ほぼ０％－0.07％ 

 

ほぼ０％－0.01％ 

発生確率及び集積確率は

地震調査研究推進本部地

震調査委員会（2001）参

照。 

指標(1)経過年数 

比 

指標(2) 

指標(3) 

指標(4) 

指標(5) 

ﾏｲﾅｽ５千２百－ﾏｲﾅｽ１千８百年 

0.2－0.6 

ほぼ０－0.006 

ほぼ０％－0.01％ 

ほぼ０－0.0008 

0.0001－0.0002 

地震調査研究推進本部地

震調査委員会長期評価部

会（1999）参照。 

 

 

注 15：評価時点はすべて 2026年 1月 1日現在。「ほぼ０％」は 10-3％未満の確率値を、｢ほぼ０｣は 10-

5 未満の数値を示す。なお、計算に用いた平均活動間隔の信頼度は低い（△）ことに留意された

い。 

指標(1)経過年数：当該活断層があることによって大地震発生の危険率（１年間当たりに発生する回

数）は、最新活動（地震発生）時期からの時間の経過とともに大きくなる（ここ

では BPT分布モデルを適用した場合を考える。）。一方、最新活動の時期が把握され

ていない場合には、大地震発生の危険率は、時間によらず一定と考えざるを得な

い（ポアソン過程を適用した場合にあたる。）。この指標は、BPT 分布モデルによる

危険率が、ポアソン過程を適用した場合の危険率の値を超えた後の経過年数であ

る。マイナスの値は、前者が後者に達していないことを示す。後者の危険率は、

６千４百分の１回（0.0002）－８千７百分の１回（0.0001）程度であり、時間に

よらず一定である。前者の危険率は時間とともに増加する。前者の値が後者の値

に達するには今後１千８百－５千２百年を要することになる。 

指標(1)比 ：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間をＡとし、BPT 分布モデル

による危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率を超えるまでの時間をＢと

した場合において、前者を後者で割った値（A/B）。 

指標(2) ：BPT 分布モデルを適用した場合と、ポアソン過程を適用した場合の評価時点での危

険率の比。 

指標(3) ：評価時点での集積確率（前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているは

ずの確率）。 

指標(4) ：評価時点以後 30 年以内の地震発生確率の値を BPT 分布モデルでとりうる最大の地

震発生確率の値で割った値。 

指標(5) ：ポアソン過程を適用した場合の危険率（１年間あたりの地震発生回数）。 
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<付録> 
 

 上町断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004b）により、それまでに行わ

れた調査結果に基づいて長期評価が公表されているが、その後の調査により断層帯の位置及び形状、

断層帯の過去の活動、断層帯の将来の活動に関する新たな知見が得られたことから今回再評価を行い、

評価を一部改訂した。 

 以下に、改訂となった主な項目について、前回の評価と今回の評価の対比表を示す。なお、新たな

知見が得られていない部分に関しては、原則、従前の評価を踏襲したものとなっていることに留意さ

れたい。 

 

上町断層帯の評価についての新旧対比表※2 

項 目 
前回の評価 

（平成 16 年３月 10 日） 

今回の評価 

（令和８年１月１日時点） 

断層帯を構

成する断層 

佛念寺山断層、上町断層、長居

断層、坂本断層、久米田池断

層、桜川撓曲（汐見橋撓曲）、住

之江撓曲 

 （主部区間） 

佛念寺山断層、桜川－住之江撓

曲、上町断層、上町台地東縁付

近の断層、長居断層、松原付近

の断層、阪本断層、久米田池断

層、三木閉付近の断層、羽曳野

撓曲、富田林付近の断層、狭山

池－木戸町付近の断層 

（沿岸部区間） 

大阪湾南東岸断層 

 

断層帯の位

置・形状 

地表における断層帯の位置・形状 
（北端） 

北緯 34°49′東経 135°29′ 

（南端） 

北緯 34°26′東経 135°25′ 

長さ     約 42 km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般走向    Ｎ10°Ｅ 

 

 

傾斜 

東傾斜、65－70°（地下１km 以

浅） 

 

 

◎ 

 

◎ 

◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

 

 

 

○ 

地表における断層帯の位置・形状 

（全体） 

（北端） 

北緯 34°48.9′東経 135°28.7′ 

（南端） 

北緯 34°21.2′東経 135°13.7′ 

長さ     約 56 km 

（主部区間） 

（北端） 

北緯 34°48.9′東経 135°28.7′ 

（南端） 

北緯 34°26.0′東経 135°24.3′ 

長さ     約 43 km 

（沿岸部区間） 

（北東端） 

北緯 34°30.1′東経 135°24.1′ 

（南西端） 

北緯 34°21.2′東経 135°13.7′ 

長さ     約 23 km 

一般走向 

（主部区間）   Ｎ９°Ｅ 

（沿岸部区間）  Ｎ44°Ｅ 

傾斜 

（主部区間） 

東傾斜、50°程度（地下１km 以

浅） 

（沿岸部区間） 

中角度、南東傾斜 

 

 

 

△ 

 

〇 

△ 

 

 

△ 

 

◎ 

△ 

 

 

〇 

 

△ 

△ 

 

〇 

〇 

 

 

○ 

 

 

△ 
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断層のずれ

の向きと種

類 

東側隆起の逆断層 ◎ 

 

（主部区間） 

東側隆起の逆断層 

（沿岸部区間） 

南東側隆起の逆断層 

 

◎ 

 

◎ 

平均的なず

れの速度 

約 0.4ｍ/千年（上下成分） ○ （主部区間） 

約 0.6ｍ/千年（上下成分） 

（沿岸部区間） 

不明 

 

○ 

 

－ 

過去の活動

時期 

活動１（最新活動） 

約２万８千年前以後、約９千年

前以前 

 

△ 

（主部区間） 

活動１（最新活動） 

約２千７百年前以後、11 世紀以

前 

活動２（1 つ前の活動） 

約９千６百年前以後、約９千１

百年前以前 

（沿岸部区間） 

活動１（最新活動） 

約２千４百年前以後、17 世紀初

頭以前（江戸時代以前） 

 

 

△ 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

１回のずれ

の量と平均

活動間隔 

１回のずれの量  ３ｍ程度 

（上下成分） 

平均活動間隔   ８千年程度 

△ 

 

△ 

（主部区間） 

１回のずれの量 2.5ｍ程度より

大きい（上下成分） 

平均活動間隔   ６千４百－８ 

千７百年程度 

（沿岸部区間） 

１回のずれの量  2.5ｍ程度 

（上下成分） 

平均活動間隔   不明 

 

△ 

 

△ 

 

 

〇 

 

－ 

将来の活動

区間及び活

動時の地震

の規模 

活動区間  断層帯全体で１区間 

地震の規模 Ｍ7.5 程度 

ずれの量  ３ｍ程度（上下成

分） 

△ 

○ 

△ 

（主部区間） 

地震の規模 Ｍ7.6 程度 

ずれの量  2.5ｍ程度より大き

い（上下） 

（沿岸部区間） 

地震の規模 Ｍ7.1 程度 

ずれの量  2.5ｍ程度（上下） 

（主部区間と沿岸部区間が同時に

活動する場合） 

地震の規模 Ｍ7.7 程度 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

〇 

 

 

△ 

今後 30 年

以内の地震

発生確率 

２％－３％ c （主部区間） 

ほぼ０％－0.003％ 

 

c 

対比表に示した（◎、○、△、▲）及び（a、b、c、d）については信頼度を示す。それぞれの詳細に

ついては、注５及び注８を参照のこと。 
※2変更が生じた項目のうち、代表的なもののみ表示。 


